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環境の代替機能

地上部街路を現計画通りに整備した場合、道路の他に緑地帯を設けることにより、面積にして

約 6.9ha（純増は 3.8ha）の緑化を行うことが可能です。また、地上部街路は、石神井公園や

善福寺公園などの大規模な緑地を結ぶ場所に位置していることから、東京都が進めている「グリ

ーンロードネットワーク」の形成にも寄与することが期待されます。

この緑の創出効果に対して、これに代わる機能を沿線地域において確保する場合、以下のよう

な代替案が挙げられます。

検討の視点 代替案

○ 緑の創出による地域環境の保全のため、

地上部街路の整備による緑地面積と同等

の面積を確保

○ 公園などの大規模緑地を結ぶグリーンロ

ードネットワークの形成に寄与

○ 緑のネットワークを形成する代替ルート

を設定し、ルート上の現道への緑地帯ま

たは植樹帯の整備

※ P．10 代替ルート図参照のこと

※ 公園等の面的な緑地整備も緑の創出による地域環境

保全には寄与するが、グリーンロードネットワークの形

成といった観点から、街路での緑地整備を代替案として

採用

代替機能を確保する場合の課題

緑地帯または植樹帯を整備するには、現道を拡幅するため、約 6.9ha の用地買収や住戸の

立ち退きが必要となります。また、拡幅のための新たな合意形成などが必要となります。

一方、交通機能等の課題については未解決のままとなり、課題解決に向けた方策が必要とな

ります。

＜拡幅イメージ＞

緑のネットワークの形成、緑地空間の創出

車道

約８ｍ

車道
約８ｍ

緑地帯緑地帯
約 11ｍ約 11ｍ

＜現道＞

※ この断面図は、機能を特化して示すため、

例図として単純に表したものであり、実際

の拡幅状況とは異なります。

参考：代替ルートのうち、現道の幅員が８ｍの道路を拡幅した場合のイメージ
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防災の代替機能

地上部街路を現計画通りに整備した場合、延焼遮断帯が形成され、防災機能の強化が図ら

れるとともに、消防活動困難区域を解消する効果が期待されます。

この防災効果に対して、これに代わる機能を沿線地域において確保する場合、以下のよう

な代替案が挙げられます。

検討の視点 代替案

○ 延焼遮断帯の形成及び消防活動困難

区域の解消

○ 延焼遮断帯を構成する代替ルートを設定

し、ルート上の現道を必要幅に拡幅
※ Ｐ10 代替ルート図参照のこと

＜案—①＞

○ 幅員２７ｍ以上で整備

＜案—②＞

○ 幅員１１ｍ以上１６ｍ未満で整備
※ 道路境界から３０ｍまでの建物で不燃化率８０％

以上とさせる

＜案—①：幅員 27ｍ以上で整備＞

＜案—②：幅員 11ｍ以上 16ｍ未満で整備かつ沿道 30ｍ不燃化率 80％以上＞

※この断面図は、機能を特化して示すため、例図として単純に表したものであり、実際の拡幅状況とは異なります。

代替案の例（道路断面）

延焼遮断帯の形成、消防活動困難区域の解消

幅員

11ｍ以上 16ｍ未満

沿道 30ｍの建物の不燃化

率を 80％以上

沿道 30ｍの建物の不燃化

率を 80％以上

幅員 27ｍ

延焼遮断帯

延焼遮断帯
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地上部街路及び代替ルートによる消防活動困難区域の解消範囲

現在、地上部街路の周辺には下記のとおり、約 23.4ha の消防活動困難区域が存在し、

地上部街路が整備された場合は、このうち約 9ha の消防活動困難区域が解消されます。

しかし、現道を拡幅して代替ルートを確保した場合は、消防活動困難区域の解消の程度

は約 1.1ha となります。

また、新たな用地約 5.8ha の買収が必要となるとともに、緑化についての効果はあまり

期待できず、課題解決に向けた別の方策が必要となります。

11～16ｍ未満の幅員の道路では、沿道 30ｍの範囲の建築物を不燃化することによ

り、延焼遮断帯としての機能を果たすことになります。不燃化のため住宅等を耐火構造や

準耐火構造に建替えを行うことは、費用がかかることや、意匠等にも制約がかかる可能性

があります。また、防火地域指定等を行って不燃化を進めたとしても、個々の建替えを待

つ必要があるため、不燃化の効果が得られるまでには多くの時間を要することになりま

す。

さらに、新たな用地約 0.8～約 2.4ha の買収が必要となるとともに、消防活動困難区

域の解消についての効果はあまり期待できず、課題解決に向けて別の方策が必要となりま

す。

代替機能を確保する場合の課題①＜案—①：27ｍに拡幅した場合＞

地上部街路代替ルート

大泉街
大
泉学園

駅

富士街道

西武池袋線

目白通

代替ルートで解

消されるのは約

0.1ha

代替ルートで解消され

るのは約 0.6ha

①

②

③

代替ルートにかか

わらず解消

④

地上部街路代替ルート

災害時緊急車両通行可能道路
（幅員 6.5ｍ以上の道路）

消防活動困難区域

消防活動困難区域のうち、地上部街路整備により解

消する区域（約 9.0 ﾍｸﾀｰﾙ）

地上部街路代替ルートから 280ｍの範囲

鉄道

地上部街路

地上部街路から 280ｍの範囲

消防活動困難区域のうち、代替ルートにより解消す

る区域（約 0.7 ﾍｸﾀｰﾙ）

【解消区域の面積(図中の範囲)】

（単位：ha）

消防活動

困難区域

代替ルート

で解消され

る区域

地上部街路

で解消され

る区域

① 17.3 0.6 8.6

② 0.7 0.4 0.4

③ 5.4 0.1 0.0

計 23.4 1.1 9.0

凡 例

代替機能を確保する場合の課題②＜案—②：11～16ｍ未満に拡幅した場合＞

※④の面積を除く
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交通の代替機能

地上部街路の想定交通量は、10,000～18,000 台／日となっており、南北方向の自動車

交通を支える重要な役割を持っています。また、幹線道路として通過交通を処理する機能を

担うこととなり、生活道路に流入する通過交通を排除することとなります。

代替機能については、代替ルートを確保し、地上部街路を走行する車両を代替ルートに誘

導することが考えられます。

検討の視点 代替案

○ 周辺道路の円滑な交通処理の実現 地上部街路の想定交通量を現道の拡幅による代替

ルートに誘導
＊Ｐ．10 代替ルート図参照

地上部街路の交通量が代替ルートに全部流入し

たとすると約 2３,０00 台から約 2４,０00 台程度

の車が走行することとなるため、交通量に見合う

幅員への拡幅が必要になります。

＜代替ルートの幅員のイメージ＞

【現況の道路幅は車道部で約 7ｍ】 （※歩道が無い区間）

【交通量の増大に伴い、道路幅員を約３０ｍに拡幅】（※歩道等を同時に整備する場合）

周辺道路の円滑な交通処理 生活道路に流入する交通の減少

車道

約７ｍ

車道

約 19ｍ

幅員

約 30ｍ

※ この断面図は、機能を特化して示すため、例図として単純に表した

ものであり、実際の拡幅状況とは異なります。
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現道を拡幅するためには、約 6.7ha の用地買収が必要になります。また、現道での

拡幅工事により、交通渋滞の発生が懸念されます。

また、代替ルートの交通量が大幅に増加することにより、周辺環境への影響が懸念

されます。

緑地面積を地上部街路と同等に増加させるためには、さらなる買収が必要となりま

す。

代替機能を確保する場合の課題
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暮らしの代替機能

地上部街路周辺の鉄道は東西方向に複数の路線があります。南北方向に位置する地上部街

路にバスを運行させることにより、駅と駅、地域と駅を結ぶ、主要なバス路線となることが

期待されます。これによって、区内の公共交通空白地域が減少し、この地域における快適な

移動が可能となります。

この暮らしに関する効果に対して、これに代わる機能を沿線地域において確保する場合、

以下のような代替案が挙げられます。

検討の視点 代 替 案

○ 公共交通空白地域の解消 ○ 大泉街道等におけるバスルートの新設・充実

代替機能を確保する場合の課題

現状の公共交通空白地域は次頁の図内で約 115ha あり、地上部街路が整備された場合、公

共交通空白地域は現状に比べ最大約 43ha 解消されることになります。

代替案として、現状のバスルート路線である大泉街道等のバス路線の充実が候補に挙げられ

ますが、新設ルートやバスの本数を増やすことは、経営上の判断が必要であり、実現性を約束

できるものではありません。たとえバスルートの新設・充実を図ることができたとしても、公

共空白地域が解消される面積は約 34ha 程度となります。また、安全で快適な交通機関とする

ためには、既存路線にあるバス停の改良が合わせて必要となります。

公共交通空白区域の解消

※

※公共交通空白地域

駅から 800ｍ以上かつバス停（30 分に１便以上運行）から 300ｍ以上の地域を

公共交通空白地域として定義(「練馬区都市交通マスタープラン H20.3」により)
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地上部街路で解消区間

路線バス

コミュニティバス

＜バスルート＞

地上部街路を整備した場合の公共交通空白地域の解消エリア：最大約 43ha

路線バス

コミュニティバス

＜バスルート＞

バス会社の協力で解消区間

公共交通空白地域

鉄道空白地域（駅から 800ｍ圏外）

地上部街路が整備されることにより

公共交通空白地域が解消されるエリア

地上部街路

代替案による公共交通空白地域の解消エリア：約 34ha

公共交通空白地域

鉄道空白地域（駅から 800ｍ圏外）

代替案により公共交通空白地域が解消

されるエリア

地上部街路

公共交通空白地域

地上部街路が整備されるこ

とにより空白エリアが解消

される地域

公共交通空白地域

代替案により空白

エリアが解消される地域
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（参考：バス停の改良例）
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これまでの【環境】【防災】【交通】【暮らし】を踏まえ、地上部街路の持つ全ての機能

を確保するためには、既存道路を代替ルート（P.10 参照）として改良する必要があります。

この場合の道路断面のイメージを示すと、下図の通りになります。

代替ルートを整備した場合、幅員約４９ｍの道路に整備することとなります。この場合、

現道幅約９ｍとすると、用地買収面積は、約 12.6ｈａとなります。

代替機能を勘案した断面図

道路幅員

約３０ｍ

緑地帯
約９．５ｍ

自転車歩行者道
4.0ｍ

車道
3.25ｍ×2

= 6.5ｍ

停車帯
2.5ｍ

停車帯
2.5ｍ

植樹帯
1.5ｍ

植樹帯
1.5ｍ

自転車歩行者道
4.0ｍ

中央帯
1.0ｍ

= 6.5ｍ

車道
3.25ｍ×2

緑地帯
約９．５ｍ

※ この断面図は、各機能を特化して示すため、

例示として単純に表したものであり、実際の

構成及び幅員と異なる場合もあります。



幅員
７～９ｍ

延長690ｍ

幅員
12m

延長800ｍ

幅員
m

延長

幅員
４m
延長

ｍ

～
ｍ

幅員
6.5～7.5ｍ
延長960ｍ

幅員
８～
11.
延長
150

約
約

ｍ

地上部街路 設定した代替ルート 街路樹のある道路 水辺の緑 公園・緑地

大泉ジャンクション区間約 0.9km
幅員 10~11.5ｍ

延長 130ｍ

幅員 4ｍ

延長 60ｍ

幅員 8ｍ

延長 610ｍ

幅員 12ｍ

延長 800ｍ

幅員 7~9ｍ

延長 690ｍ

幅員 8~11.5ｍ

延長 150ｍ

幅員 6.5~7.5ｍ

延長 960ｍ

青梅街道
インターチェンジ区間

約 0.5km

ジャンクション又はインターチェンジ

代 替 ル ー ト 案

1
0


